
カテゴリー別学習内容の構造化と単元（案）　 (④警報・避難)
○数字：　章（単元）番号

項目 警報 避難誘導

11 警報等の伝達」に係る法律
「警報等の伝達」に関する規定事項を学ぶ
　・災害対策基本法
　　→ 第52条　防災信号
　　→ 第54条　発見者の通報義務等
　　→ 第55条　都道府県知事の通知等
　　→ 第56条　市長村長の警報の伝達及び警告
　　→ 第57条　警報の伝達等のための通信設備の優先利用等
　・気象業務法
　　→ 第13条　予報及び警報
　　→ 第13条の2　　気象、地象、津波、高潮及び波浪について
の一般の利用に適合する警報
　　→ 第14条　気象、津波、高潮及び洪水についての水防活動
の利用に適合する予報及び警報
　　→ 第14条の2　気象、津波、高潮及び洪水についての水防活
動の利用に適合する予報及び警報
　　→ 第15条　警報事項を警察庁、消防庁、国土交通省、海上
保安庁、都道府県、東日本電信電話株式会社、西日本電信電話
株式会社又は日本放送協会の機関に通知
　　→ 第15条の2　特別警報に係る警報事項を警察庁、消防庁、
海上保安庁、都道府県、東日本電信電話株式会社、西日本電信
電話株式会社又は日本放送協会の機関に通知
　・水防法
　　→ 第16条　水防警報
　　→ 第11条　都道府県知事が行う洪水予報
　　→ 第12条　水位の通報及び公表
　　→ 第25条　決壊の通報

11 「住民等の避難誘導」に係る法律
「住民等の避難誘導」に関する規定事項を学ぶ
　・災害対策基本法
　　→ 第60条　市町村長の避難の指示等
　　→ 第61条　警察官等の避難の指示
　　→ 第61条の2　指定行政機関の長等による助言
　　→ 第61条の3　避難の指示等のための通信設備の優先利用
等
　　→ 第63条　市町村長の警戒区域設定権等
　　→第86条の14　被災者の運送
　・水防法
　　→ 第29条　立退きの指示

11 「災害未然防止活動」に係る法律
「災害未然防止活動」に関する規定事項を学ぶ
　・災害対策基本法
　　→ 第62条　市町村の応急措置

16 「避難誘導の実施」に係る法律
「避難誘導の実施」に関する規定事項を学ぶ
　・災害対策基本法
　　→ 第50条　災害応急対策及びその実施責任
　　→ 第56条　市町村長の警報の伝達及び警告
　　→ 第60条　市町村長の避難の指示等
　　→ 第61条の2　指定行政機関の長等による助言
　　→ 第61条の3　避難の指示等のための通信設備の優先利用
等
　　→ 第62条　市町村長の応急措置
　　→ 第40条　都道府県地域防災計画
　　→ 第42条　市町村地域防災計画
　　→ 第63条　市町村長の警戒区域設定権等
　・水防法
　　→ 第15条　浸水想定区域における円滑かつ迅速な避難の確
保及び浸水の防止のための措置
　　→ 第15条の3　要配慮者利用施設の利用者の避難の確保の
ための措置に関する計画の作成等

11 「警報等の伝達」の基本事項、仕組み、留意事項
「警報等の伝達」を行う上での基本的な知識を学ぶ
　・目的、仕組み、体制
　・活動手順、活動内容
　・警報等の種類、内容、入手方法
　・警報伝達の手順、活動内容

　・誤報対応
　・情報伝達上の留意事項
　・事前の準備事項

11 「住民等の避難誘導」の基本事項、仕組み、留意事項
「住民等の避難誘導」を行う上での基本的な知識を学ぶ
　・目的、仕組み、体制
　・活動手順、活動内容
　・住民等の避難誘導の種類、内容
　・避難勧告等の発令および解除の方法
　・警戒区域の設定および解除の方法
　・避難場所及び避難所の開設方法
　・屋内での退避等の安全確保措置の実施方法
　・住民の避難誘導方法

　・住民等の避難誘導上の留意事項
　・事前の準備事項

11 「災害未然防止活動」の基本事項、仕組み、留意事項
「災害未然防止活動」を行う上での基本的な知識を学ぶ
　・目的、仕組み、体制
　・活動手順、活動内容
　・河川堤防等施設の巡視・点検方法
　・警戒区域の設定方法
　・雪崩等への災害応急対策
　・気象情報等の活用
　・関係機関との連携、助言
　・災害未然防止活動上のノウハウ、留意事項
　・事前の準備事項

11 「関係省庁災害警戒会議の開催」の基本事項、仕組み、留意事
項
「関係省庁災害警戒会議の開催」を行う上での基本的な知識を
学ぶ
　・目的、仕組み、体制
　・活動手順、活動内容
　・関係省庁災害警戒会議の位置づけ、内容
　・関係省庁災害警戒会議の開催の方法
　・関係省庁災害警戒会議の開催上の留意事項
　・事前の準備事項

16 「避難誘導の実施」の基本事項、仕組み、留意事項
「避難誘導の実施」を行う上での基本的な知識を学ぶ
　・目的、仕組み、体制
　・地方公共団体による避難誘導の活動手順、活動内容
　・都道府県による運送事業者への要請事項
　・活動上のノウハウ、留意事項

　・事前の準備事項
　・課題と対策の方向

13 「災害の拡大防止活動」の基本事項、仕組み、留意事項
「災害の拡大防止活動」を行う上での基本的な知識を学ぶ
　・目的
　・災害の拡大防止活動の手順、活動内容、事例
　・活動上のノウハウ、留意事項
　・事前の準備事項
　・課題と対策の方向

13 「複合災害発生時の体制」を行う上での基本的な知識を学ぶ
　・目的
　・複合災害発生時の体制のあり方
　（要員確保、要員の相互派遣、合同会議の開催、具体的な連
携方策等）
　・活動上のノウハウ、留意事項
　・事前の準備事項
　・課題と対策の方向

13 「施設・設備等の応急復旧活動」の基本事項、仕組み、留意事
項
「施設・設備等の応急復旧活動」を行う上での基本的な知識を学
ぶ
　・目的、仕組み
　・施設・設備の応急復旧活動の内容
　・ライフライン施設に関する非常本部等の関与について
　・住宅の応急復旧活動の内容
　・活動上のノウハウ、留意事項
　・事前の準備事項
　・課題と対策の方向

13 「二次災害防止活動」の基本事項、仕組み、留意事項
「二次災害防止活動」を行う上での基本的な知識を学ぶ
　・目的
　・活動手順、活動内容
　・住民の避難、応急対策の手順、活動内容
　・活動上のノウハウ、留意事項
　・事前の準備事項
　・課題と対策の方向

11 「警報等の伝達」に係る技術
「警報等の伝達」を実際に行う上で必要な技術を学び、習得する
　・警報等の伝達上の課題　（演習）
　・警報等の伝達実習（警報等の入手および情報の見方、適切な
警報発表文作成含む）　（実習）

11 「住民等の避難誘導」に係る技術
「住民等の避難誘導」を実際に行う上で必要な技術を学び、習得
する
　・避難勧告・指示等の実態と課題　（演習）
　・避難勧告等の判断・伝達訓練　（演習）

11 「関係省庁災害警戒会議の開催」を実際に行う上で必要な技術
を学び、習得する
　・関係省庁災害警戒会議の開催訓練　（演習）

16 「避難誘導の実施」に係る技術
「避難誘導の実施」を実際に行う上で必要な技術を学び、習得す
る
　・避難勧告・指示等の実態と課題
　・避難勧告・指示等の判断・伝達訓練

16 ガイドライン
避難勧告等の判断・伝達マニュアル作成ガイドライン
災害時要援護者の避難支援ガイドライン
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③避難勧告・指示等の判断・伝達
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⑧災害の拡大防止と二次災害防止対策
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カテゴリー別学習内容の構造化と単元（案）　 (⑤物資物流・広域行政）
○数字：　章（単元）番号

項目 広域行政 物資調達
12 「広域的な応援体制」に係る法律

「広域的な応援体制」に関する規定事項を学ぶ
　・災害対策基本法
　　→ 第8条　施策における防災上の配慮等
　　→ 第29条　職員の派遣の要請
　　→ 第30条　職員の派遣のあつせん
　　→ 第31条　職員の派遣義務
　　→ 第32条　派遣職員の身分取扱い
　　→ 第33条　派遣職員に関する資料の提出等
　　→ 第73条　都道府県知事による応急措置の代行
　　→ 第49条の二　円滑な相互応援の実施のために必要な措置
　　→ 第67条　他の市町村長等に対する応援の要求
　　→ 第68条　都道府県知事等に対する応援の要求等
　　→ 第72条　都道府県知事の指示等
　　→ 第74条　都道府県知事等に対する応援の要求
　　→ 第74条の二　内閣総理大臣による応援の要求等
　　→ 第74条の三　指定行政機関の長等に対する応援の要求等
　　→ 第92条　指定行政機関の長等又は他の地方公共団体の
長等の応援を受けた場合の災害応急対策に要する費用の負担
　　→ 第93条　市町村が実施する応急措置に要する経費の都道
府県の負担

17 「物資の調達、供給活動」に係る法律
「物資の調達、供給活動」に関する規定事項を学ぶ
　・災害対策基本法
　　→ 第49条　防災に必要な物資及び資材の備蓄等の義務
　　→ 第49条の3　物資供給事業者等の協力を得るために必
要な措置
　　→ 第86条の16　物資又は資材の供給の要請等
　　→ 第86条の17　物資又は資材の供給の要請等
　　→ 第86条の18　災害応急対策必要物資の運送

15 「緊急輸送」に係る法律
「緊急輸送」に関する規定事項を学ぶ
　・災害対策基本法
　　　→ 第50条　災害応急対策及びその実施責任
　　　→ 第86条の14　被災者の運送

12 「自衛隊の災害派遣」に係る法律
「自衛隊の災害派遣」に関する規定事項を学ぶ
　・災害対策基本法
　　　→ 第68条の二　災害派遣の要請の要求等

15 「交通の確保・緊急輸送活動の基本方針」に係る法律
「交通の確保・緊急輸送活動の基本方針」に関する規定事項を学
ぶ
　・災害対策基本法
　　　→ 第50条　災害応急対策及びその実施責任
　　　→ 第76条　災害時における交通の規制等
　　　→ 第76条の2～4　（通行禁止区域等に関する内容）

12 「国における活動体制」に係る法律
「国における活動体制」に関する規定事項を学ぶ
　・災害対策基本法
　　　→ 第24条　非常災害対策本部の設置
　　　→ 第25条　非常災害対策本部の組織
　　　→ 第26条　非常災害対策本部の所掌事務
　　　→ 第27条　指定行政機関の長の権限の委任
　　　→ 第28条　非常災害対策本部長の権限
　　　→ 第28条の二　緊急災害対策本部の設置
　　　→ 第28条の三　緊急災害対策本部の組織
　　　→ 第28条の四　緊急災害対策本部の所掌事務
　　　→ 第28条の五　指定行政機関の長の権限の委任
　　　→ 第28条の六　緊急災害対策本部長の権限

15 「交通の確保」に係る法律
「交通の確保」に関する規定事項を学ぶ
　・災害対策基本法
　　　→ 第50条　災害応急対策及びその実施責任
　　　→ 第76条　災害時における交通の規制等
　　　→ 第76条の2～4　（通行禁止区域等に関する内容）

21 「ボランティアの受入れ」に係る法律
「ボランティアの受入れ」に関する規定事項を学ぶ
　・災害対策基本法
　　　→ 第5条の3　国及び地方公共団体とボランティアとの連携
　　　→ 第8条　施策における防災上の配慮等

12 「広域的な応援体制」の基本事項、仕組み、留意事項
「広域的な応援体制」を行う上での基本的な知識を学ぶ
　・目的、仕組み
　・広域応援協定
　・職員の派遣を要請、職員の派遣に係るあっせん
　・他市町村、他都道府県への応援要請
　（応援を求められた市町村の対応も含む）
　・災害の規模が極めて甚大な場合の国の対応
　・被災都道府県における応援要請
　・他市町村が事務を行うことが不可能になった場合の対応
　・その他機関の広域的応援体制の確保
　・費用負担の仕組みと方法
　・活動上のノウハウ、留意事項
　・事前の準備事項
　・課題と対策の方向

17 「物資の調達、供給活動」の基本事項、仕組み、留意
事項
「物資の調達、供給活動」を行う上での基本的な知識を
学ぶ
　・目的、仕組み、体制
　・非常本部等による調整等
　・地方公共団体による物資の調達、供給
　・国による物資の調達、供給
　・運送事業者である公共機関の活動
　・活動上のノウハウ、留意事項
　・事前の準備事項

　・課題と対策の方向

15 「緊急輸送」の基本事項、仕組み、留意事項
「緊急輸送」を行う上での基本的な知識を学ぶ
　・目的、仕組み、体制
　・緊急輸送活動の手順、活動内容　（要請含む）
　・活動上のノウハウ、留意事項
　・事前の準備事項
　・課題と対策の方向

12 「自衛隊の災害派遣」の基本事項、仕組み、留意事項
「自衛隊の災害派遣」を行う上での基本的な知識を学ぶ
　・目的、仕組み
　・自衛隊が災害派遣時に実施する救援活動の内容
　・派遣要請の手順
　・派遣要請の必要性の判断、中止時の措置
　・派遣要請の事務
　・連携上のノウハウ、留意事項
　・事前の準備事項

　・課題と対策の方向

15 「緊急輸送のための燃料の確保」の基本事項、仕組み、留意事
項
「緊急輸送のための燃料の確保」を行う上での基本的な知識
を学ぶ
　・目的、仕組み、体制
　・緊急輸送のための燃料の確保のための対策
　・活動上のノウハウ、留意事項
　・事前の準備事項
　・課題と対策の方向

12 「国における活動体制」の基本事項、仕組み、留意
事項
「国における活動体制」を行う上での基本的な知識を学ぶ
　・目的、仕組み
　・内閣官房、指定行政機関、公共機関の活動体制
　・関係省庁災害対策会議の開催等
　・緊急参集チームの参集及び関係閣僚協議の実施
　・非常災害対策本部の設置と活動体制
　・緊急災害対策本部の設置と活動体制
　・災害緊急事態の布告及び緊急災害対策本部の設置等
　・非常本部等の調査団等の派遣、現地対策本部の設置
　・自衛隊の災害派遣
　・活動上のノウハウ、留意事項
　・事前の準備事項
　・課題と対策の方向

15 「交通の確保・緊急輸送活動の基本方針」の基本事項、仕組
み、留意事項
「交通の確保・緊急輸送活動の基本方針」を行う上での基本
的な知識を学ぶ
　・目的
　・活動項目
　・輸送に当たっての配慮事項
　・輸送対象の想定（段階別）

21 「ボランティアの受入れ」の基本事項、仕組み、留意事項
「ボランティアの受入れ」を行う上での基本的な知識を学ぶ
　・目的、仕組み、体制
　・ボランティアの受入れに係る活動、手順、活動内容
　・ボランティアに対する被災地のニーズの把握
　・ボランティアの受付，調整等その受入体制の確保
　・老人介護や外国人との会話力等のボランティアの技能等の活
用
　・ボランティアの活動拠点の提供
　・ボランティアの活動状況の把握、生活環境への配慮
　・活動上のノウハウ、留意事項
　・事前の準備事項
　・課題と対策の方向

15 「交通の確保」の基本事項、仕組み、留意事項
「交通の確保」を行う上での基本的な知識を学ぶ
　・目的、仕組み、体制
　・非常本部等による調整等
　・道路交通規制等
　・道路啓開等
  ･航路等の障害物除去等
　・港湾及び漁港の応急復旧等
　・海上交通の整理等
　・空港等の応急復旧等
　・航空管制等
　・鉄道交通の確保
　・広域輸送拠点の確保
　・その他交通確保対策の概要
　・活動上のノウハウ、留意事項
　・事前の準備事項
　・課題と対策の方向

21 「国民等からの義援物資、義援金の受入れ」の基本事項、仕組
み、留意事項
「国民等からの義援物資、義援金の受入れ」を行う上での基本的
な知識を学ぶ
　・目的、仕組み、体制
　・義援物資の受入れ
　・義援金の受入れ
　・海外からの支援受入れ
　・活動上のノウハウ、留意事項
　・事前の準備事項
　・課題と対策の方向

12 「広域的な応援体制」に係る技術
「広域的な応援体制」を実際に行う上で必要な技術を学び、習得
する
　・広域応援・受援ワークショップ　（演習）
　・広域的応援における課題　（演習）

17 「物資の調達、供給活動」に係る技術
「物資の調達、供給活動」を実際に行う上で必要な技術を
学び、習得する
　・物資調達・供給上の課題　（演習）

12 「自衛隊の災害派遣」に係る技術
「自衛隊の災害派遣」を実際に行う上で必要な技術を学び、習得
する
　・派遣要請書の書き方　（実習）
　・広域応援・受援ワークショップ　（演習）
　・災害対策本部運営演習（自衛隊災害派遣要請の判断、要請
内容の設定）　(演習)

活動の
前提

知識

技能

緊急輸送

① ⑤

①②

①②

⑦

＜章（単元）＞
① 広域的な応援体制

② 広域応援・受援

③ 自発的支援の受入

④ 交通確保と緊急輸送

⑤ 物資調達

⑥ 救援物資調達・供給

⑦ 物資調達・供給上の課題

⑧ 国における活動体制

③

④

⑥

③

⑧

⑦

⑧

資料２-１

2/5 ⑤物資・物流 広域行政



カテゴリー別学習内容の構造化と単元（案）　 (⑥避難収容・被災者支援）

○数字：　章（単元）番号

項目 災害救助 避難収容 医療・保健
14 「救助・救急活動」に係る法律

「救助・救急活動」に関する規定事項を学ぶ
　・災害対策基本法
　　　→ 第8条　施策における防災上の配慮等
　　　→ 第50条　災害応急対策及びその実施責任
　　　→ 第62条　市町村の応急措置
　　　→ 第65条　市町村の区域内住民等に対する応急措置の業
務従事命令

　・災害救助法
　　→ 第4条　救助の種類等
　　→ 第7条　従事命令
　　→ 第8条　協力命令

16 「避難所」に係る法律
「避難所」に関する規定事項を学ぶ
　・災害対策基本法
　　→ 第86条の2　避難所等に関する特例
　　→ 第86条の6　避難所における生活環境の整備等
　　→ 第86条の7　避難所以外の場所に滞在する被災者につい
ての配慮
　　→ 第86条の8　広域一時滞在の協議等
　　→ 第86条の9　都道府県外広域一時滞在の協議等

　・災害救助法
　　→ 全般

14 「医療活動」に係る法律
「医療活動」に関する規定事項を学ぶ
　・災害対策基本法
　　　→ 第8条　施策における防災上の配慮等
　　　→ 第51条　情報の収集及び伝達等
　　　→ 第86条の15　安否情報の提供等
　・災害救助法
　　→ 第4条　救助の種類等
　　→ 第7条　従事命令
　　→ 第9条　都道府県知事の収用等
　　→ 第15条　日本赤十字社の協力義務等
　　→ 第16条　日本赤十字社への委託

18 「遺体の処理等に係る法律
「遺体の処理等」に関する規定事項を学ぶ
　・災害救助法
　　→ 第4条　救助の種類等
　　→ 第86条の4　埋葬及び火葬の特例

16 「広域一時滞在」に係る法律
「広域一時滞在」に関する規定事項を学ぶ
　・災害対策基本法
　　　→ 第5条の2　地方公共団体相互の協力
　　　→ 第8条　施策における防災上の配慮等
　　　→ 第86条の8　広域一時滞在の協議等
　　　→ 第86条の9　都道府県外広域一時滞在の協議等
　　　→ 第86条の10　都道府県知事による広域一時滞在の
協議等の代行
　　　→ 第86条の11　都道府県外広域一時滞在の協議等の
特例
　　　→ 第86条の12　都道府県知事及び内閣総理大臣によ
る助言
　　　→ 第86条の13　内閣総理大臣による広域一時滞在の
協議等の代行
　　　→ 第86条の14　被災者の運送

18 「保健衛生」に関する規定事項を学ぶ
　・災害対策基本法
　　→ 第50条　災害応急対策及びその実施責任
　　→ 第86条の6　避難所における生活環境の整備等
　　→ 第86条の7　避難所以外の場所に滞在する被災者につい
ての配慮

　・災害救助法
　　→ 第15条　日本赤十字社の協力義務等
　　→ 第16条　日本赤十字社への委託

20 「応急の教育に関する活動」に係る法律
「応急の教育に関する活動」に関する規定事項を学ぶ
　・災害対策基本法
　　→ 第50条　災害応急対策及びその実施責任

　・災害救助法
　　→ 第4条　救助の種類等

16 「帰宅困難者対策」に係る法律
「帰宅困難者対策」に関する規定事項を学ぶ
　・災害対策基本法
　　　→ 第8条　施策における防災上の配慮等
　　　→ 第51条　情報の収集及び伝達等
　　　→ 第86条の15　安否情報の提供等

18 「防疫活動」に関する規定事項を学ぶ
　・災害対策基本法
　　→ 第50条　災害応急対策及びその実施責任
　　→ 第86条の6　避難所における生活環境の整備等
　　→ 第86条の7　避難所以外の場所に滞在する被災者につい
ての配慮

16 「被災者等への的確な情報伝達活動」に係る法律
「被災者等への的確な情報伝達活動」に関する規定事項を
学ぶ
　・災害対策基本法
　　　→ 第8条　施策における防災上の配慮等
　　　→ 第51条　情報の収集及び伝達等
　　　→ 第86条の15　安否情報の提供等

18 「防疫活動」に関する規定事項を学ぶ
　・災害対策基本法
　　→ 第50条　災害応急対策及びその実施責任
　　→ 第86条の6　避難所における生活環境の整備等
　　→ 第86条の7　避難所以外の場所に滞在する被災者につい
ての配慮

16 「応急仮設住宅等」に係る法律
「応急仮設住宅等」に関する規定事項を学ぶ
　・災害対策基本法
　　　→ 第86条の2　避難所等に関する特例

　・災害救助法
　　→ 全般

14 「救助・救急活動」を行う上での基本的な知識を学ぶ
　・目的、仕組み、体制
　・住民及び自主防災組織の役割
　・被災地方公共団体による救助・救急活動
　・被災地域外の地方公共団体及び国の各機関による救助・救
急活動
　・事故災害における事業者による救助・救急活動
　・資機材等の調達等
　・活動上のノウハウ、留意事項
　・事前の準備事項
　・課題と対策の方向

16 「避難所」の基本事項、仕組み、留意事項
「避難所」を行う上での基本的な知識を学ぶ
　・目的、仕組み、体制
　・避難所の開設の手順、方法
　・指定した施設以外の施設の借り上げ対策、事例
　・避難所を設置・維持することの適否の判断方法、事例
　・避難所の運営管理等の手順、方法
　・要配慮者の安否の確認の方法、配慮すべき事項
　・避難者の健康状態や避難所の衛生状態の把握、措置
の方法
　・感染症対策
　・家庭動物の受入
　・避難所の運営における女性の参画、男女のニーズの違
い等男女双方の視点等、配慮すべき事項、事例
　・やむを得ず避難所に滞在することができない被災者（在
宅被災者）への対応
　・旅館やホテル等への移動
　・応急仮設住宅の迅速な提供、公営住宅、民間賃貸住宅、
空き家等利用可能な既存住宅のあっせん、活用等
　・災害救助法による運用実態
　・活動上のノウハウ、留意事項
　・事前の準備事項
　・課題と対策の方向

14 「救助・救急活動」を行う上での基本的な知識を学ぶ
　・目的、仕組み、体制
　・住民及び自主防災組織の役割
　・被災地方公共団体による救助・救急活動
　・被災地域外の地方公共団体及び国の各機関による救助・救
急活動
　・事故災害における事業者による救助・救急活動
　・資機材等の調達等
　・活動上のノウハウ、留意事項
　・事前の準備事項
　・課題と対策の方向

18 「遺体の処理等」を行う上での基本的な知識を学ぶ
　・目的、仕組み、体制
　・火葬場、柩等の関連する情報収集活動の手順、活動内容
　・柩の調達、遺体の搬送の手配の手順、活動内容
　・広域的な火葬の実施
　・活動上のノウハウ、留意事項
　・事前の準備事項
　・課題と対策の方向

16 「広域一時滞在」の基本事項、仕組み、留意事項
「広域一時滞在」を行う上での基本的な知識を学ぶ
　・目的、仕組み、体制
　・被災市町村の区域外への広域的な避難及び応急仮設
住宅等への収容
　・市町村から協議要求があった場等、市町村の行政機能
が被災によって著しく低下した場合の対応（都道府県、国）
　・国、都道府県による助言
　・広域一時滞在のための協議の代行
  ･広域的避難収容実施計画の作成
　・広域的避難収容活動の実施について必要な指示
　・活動上のノウハウ、留意事項
　・事前の準備事項
　・課題と対策の方向

14 「医療活動」を行う上での基本的な知識を学ぶ
　・目的、仕組み、体制
　・被災地域内の医療機関による医療活動
　・被災地域外からの災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）等
　　の派遣
　・被災地域外での医療活動
　・広域後方医療施設への傷病者の搬送
　・被災者の心のケア対策
　・活動上のノウハウ、留意事項
　・事前の準備事項
　・課題と対策の方向

20 「応急の教育に関する活動」を行う上での基本的な知識を学ぶ
　・目的、仕組み、体制
　・応急教育の措置
　・仮校舎及び仮運動場の確保対策
　・学校施設の応急復旧
　・安全な通学及び学校給食の確保
　・教科書及び学用品の供給
　・授業料等の減免、奨学金の貸与
　・就学支援の増強、就学奨励費の再支給等
　・活動上のノウハウ、留意事項
　・事前の準備事項
　・課題と対策の方向

16 「帰宅困難者対策」の基本事項、仕組み、留意事項
「帰宅困難者対策」を行う上での基本的な知識を学ぶ
　・目的
　・一斉帰宅の抑制対策の方法
　・滞在場所の確保等の支援の方法
　・男女のニーズの違いや、要配慮者の多様なニーズへの
配慮事項
　・活動上のノウハウ、留意事項
　・事前の準備事項
　・課題と対策の方向

18 「保健衛生」を行う上での基本的な知識を学ぶ
　・目的、仕組み、体制
　・避難地または避難所の衛生環境の確保
　・救護所の設置の手順、活動内容、調整事項
　・要配慮者の心身双方の健康状態への配慮
　・心のケアの活動、活動内容
　・保健師等による巡回健康相談等
　・国による保健師等の派遣計画の作成など保
　健活動の調整
　・仮設トイレの早期設置、衛生管理
　・飼養動物の保護収容等の活動内容
　・活動上のノウハウ、留意事項
　・事前の準備事項
　・課題と対策の方向

16 「被災者等への的確な情報伝達活動」の基本事項、
仕組み、留意事項
「被災者等への的確な情報伝達活動」を行う上での基本的
な知識を学ぶ
　・目的
　・収集する情報項目、収集先、手段、方法
　・被災者への情報伝達活動
　・国民への的確な情報の伝達活動
　・住民等からの問合せに対する対応
　・海外への情報発信
　・事前の準備事項
　・課題と対策の方向

18 「防疫活動」を行う上での基本的な知識を学ぶ
　・目的
　・家屋内外の消毒等の防疫活動
　・防疫活動の依頼、総合調整
　・防疫薬品の提供及び防疫要員の派遣等
　・活動上のノウハウ、留意事項
　・事前の準備事項
　・課題と対策の方向

その他

活動の
選定

知識

③

①

③

①

①

①

＜章（単元）＞

① 災害救助法

② 災害救助法の運用

③ 避難収容

④ 避難所運営

⑤ 要配慮者対応

⑥ 応急仮設住宅の確保

⑦ 医療活動

①②

⑥

④

⑦

⑦

3/5 ⑥避難収容・被災者支援



カテゴリー別学習内容の構造化と単元（案）　 (⑥避難収容・被災者支援）

○数字：　章（単元）番号

項目 災害救助 避難収容 医療・保健 その他

③ ⑦
16 「要配慮者への配慮」の基本事項、仕組み、留意事項

「要配慮者への配慮」を行う上での基本的な知識を学ぶ
　・目的、仕組み
　・要配慮者の特徴
　・避難行動要支援者名簿利用した安否確認
　・避難誘導、避難所での生活環境、応急仮設住宅への
収容にあたっての要配慮者への配慮事項、方法
　・情報の提供方法
　・活動上のノウハウ、留意事項
　・事前の準備事項
　・課題と対策の方向

16 「応急仮設住宅等」の基本事項、仕組み、留意事項
「応急仮設住宅等」を行う上での基本的な知識を学ぶ
　・目的、仕組み、体制
　・被災都道府県による応急仮設住宅の提供
　・応急仮設住宅に必要な資機材の調達
　・応急仮設住宅の運営管理
　・災害救助法による運用実態
　・活動上のノウハウ、留意事項
　・事前の準備事項
　・課題と対策の方向

16 「避難所」に係る技術
「避難所」を実際に行う上で必要な技術を学び、習得する
　・避難所運営上の課題　（演習）
　・避難所運営ワークショップ　（演習）
　・要配慮者対応ワークショップ　（演習）

16 「要配慮者への配慮」に係る技術
「要配慮者への配慮」を実際に行う上で必要な技術を学び、
習得する
　・要配慮者対応ワークショップ　（実習）

16 ガイドライン
避難行動要支援者の避難行動支援に関する取組指針
（平成25年8月、内閣府（防災担当））

避難所における良好な生活環境の確保に関する検討会
報告書（平成25年3月）

技能

知識

④

⑤

⑥

⑤

4/5 ⑥避難収容・被災者支援



カテゴリー別学習内容の構造化と単元（案）　 (⑦復旧・復興、避難者生活再建）

○数字：　章（単元）番号

項目

22 「地域の復旧・復興の基本方向の決定」に係る法律
「地域の復旧・復興の基本方向の決定」に関する規定事項を学
ぶ
　・激甚対策法
　・復興法

25 「被災者等の生活再建等の支援」に係る法律
「被災者等の生活再建等の支援」に関する規定事項を学ぶ
　・災害対策基本法
　　　→第90条の2　罹災証明書の交付
　　　→第90条の3　被災者台帳の作成
　　　→第90条の4　台帳情報の利用及び提供
　・被災者生活再建支援法

24 「復興計画の作成」に係る法律
「復興計画の作成」に関する規定事項を学ぶ
　・復興法

23 「災害廃棄物の処理」に係る法律
「災害廃棄物の処理」に関する規定事項を学ぶ
　・災害対策基本法
　　　→ 第86条の5　廃棄物処理の特例

22 「地域の復旧・復興の基本方向の決定」の基本事項、
仕組み、留意事項
「地域の復旧・復興の基本方向の決定」を行う上での基本
的な
知識を学ぶ
　・目的、仕組み
　・復旧・復興の基本方向の考え方
　・活動上のノウハウ、留意事項(男女共同参画、要配慮者の
参画等）
　・財政措置，金融措置，地方財政措置等による支援
　・職員の派遣その他の協力要求
　・事前の準備事項

　・課題と対策の方向

25 「被災者等の生活再建等の支援」の基本事項、仕組み、
留意事項
「被災者等の生活再建等の支援」」を行う上での基本的な知識
を学ぶ
　・目的、仕組み、体制
　・住まいの確保、生活資金等の支給、処理の仕組みの構築
手順、内容
　・住家等の被害程度の調査、罹災証明書の交付の手順、活
動内容
　・被災者台帳の作成の手順、活動内容
　・災害弔慰金及び災害障害見舞金の支給、災害援護資金の
貸付、生活福祉資金の貸付の事務
　・被災者生活再建支援金の支給事務
　・税についての期限の延長、徴収猶予及び減免、国民健康
保険制度等における医療費負担及び保険料の減免等の被災
者の負担の軽減に係る活動内容
　・雇用創出策、中長期の安定的な雇用創出策の考え方、方
法

　・復興基金の設立と活用事例

23 「被災施設の復旧等」の基本事項、仕組み、留意事項
「被災施設の復旧等」を行う上での基本的な知識を学ぶ
　・目的、仕組み、体制
　・被災施設の復旧事業の活動手順、活動内容
　・ライフライン施設等の復旧の概要
　・国・都道府県による工事代行の活動内容
　・活動上のノウハウ、留意事項
　・事前の準備事項
　・課題と対策の方向

26 「被災中小企業の復興、その他経済復興の支援」の基本
事項、仕組み、留意事項
「被災中小企業の復興、その他経済復興の支援」を行う上
での基本的な知識を学ぶ
　・目的、仕組み、体制
　・被災中小企業等に対する援助、助成措置の内容
　・被災者への広報、相談窓口等の設置
　・経済復興対策の実施
　・活動上のノウハウ、留意事項
　・事前の準備事項
　・課題と対策の方向

23 「災害廃棄物の処理」の基本事項、仕組み、留意事項
「災害廃棄物の処理」を行う上での基本的な知識を学ぶ
　・目的、仕組み、体制
　・災害廃棄物の処理活動の手順、活動内容
　・災害廃棄物の処理処分方法（分別、リサイクル）
　・計画的な収集、運搬及び処分の方法
　・活動上のノウハウ、留意事項
　・事前の準備事項
　・課題と対策の方向

24 「復興計画の作成」の基本事項、仕組み、留意事項
「復興計画の作成」を行う上での基本的な知識を学ぶ
　・目的、仕組み、体制
　・復興の考え方
　・復興計画作成の活動手順、活動内容
　・復興組織体制の整備、国の支援
　・活動上のノウハウ、留意事項
　・事前の準備事項

　・課題と対策の方向

24 「防災まちづくり」の基本事項、仕組み、留意事項
「防災まちづくり」を行う上での基本的な知識を学ぶ
　・目的、仕組み、体制
　・防災まちづくりの考え方
　・土地区画整理事業、市街地再開発事業等の実施方法
　・新たなまちづくりの展望、計画決定までの手続、スケジュー
ル等の住民への提供
　・気汚染防止法に基づき適切に解体等を行うよう指導・助言
の活動内容
　・活動上のノウハウ、留意事項
　・事前の準備事項

　・課題と対策の方向

22 「地域の復旧・復興の基本方向の決定」に係る技術
「地域の復旧・復興の基本方向の決定」を実際に行う上で必要な
技術を学び、習得する
　・復旧・復興推進上の課題　（演習）

24 「復興計画の作成」に係る技術
「復興計画の作成」を実際に行う上で必要な技術を学び、習得す
る
　・復興計画作成ワークショップ　（演習）

技能

被災者生活再建復旧・復興

知識

法律

③①

⑤

＜章 （単元）＞

① 復旧・復興のプロセスと概要

② 廃棄物処理

③ 被災者生活再建支援

④ 復興計画とまちづくり

⑤ 復興計画の作成

⑥ 経済復興支援

⑦ 復旧・復興推進上の課題

⑧ 復興基金

④

①

②

②

⑤

⑥

⑦

⑦

⑦

⑧
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